
岩手町公共施設等総合管理計画
（平成29年１月策定・令和４年３月改訂）

１．計画の策定（改訂）に当たって

道路・橋梁、水道・下水道など、生活に必須となるイン
フラ資産を含めた公共施設（以下「公共施設等」とい
う。）のうち39.2％が既に建築・整備後30年を経過して
おり、老朽化が着実に進行しています。こうした公共施設
等は大規模改修（耐震改修）や建て替えを定期的に実
施しなければ、安心して利用することができなくなる可能性
があります。

一方で、人口減少の進行により将来的な税収の減少
が見込まれているほか、地方交付税や各種補助金の規模
縮小が見込まれ、すべての施設を維持・更新していくことが
非常に不可欠な状況となっています。

この計画は、本町が所管する公共施設・インフラ資産の
全体を把握するとともに、長期的な視点に基づいて、更新・
統廃合・長寿命化を計画的に実施することにより、財政負
担の軽減・平準化を目指すとともに、公共施設等の最適な
配置を実現することを目指すものです。

原則として、町が所有する建物に加え、道路、橋梁、水
道及び下水道などの公共インフラすべてを計画の対象とし
ていますが、一部の構造物（野球場、電光掲示板など）
は、本計画内のグラフでは除外しています。

なお、改修経費の見込み等については、その推計条件
等の違いから、各施設所管課で策定している個別の管理
計画と一致しない場合があります。

計画期間は、10年間（平成29（2017）年度～令
和８（2026）年度）とします。また、状況に応じて随時
見直しを行うこととします。

（１）計画の目的と対象

２．本町の公共施設等とそれを取り巻く現状

2020年度時点で、本町が所有する公共施設の総延
床面積は105,954.86㎡となっています（水道施設及び
下水道施設、構造物を除く）。建築用途別では、「学校
教育系施設」が46.3％で最も多く、次いで「町民文化系
施設」が18.9％となっています。

旧耐震基準に基づいて建築されたものは全体の４割強
を占めています。

これまでに、大森消防屯所や川口中学校寄宿舎など、
使用していない建物の解体・撤去を行いました。

（１）公共施設の現状

公共施設等の管理に係る課題として以下が想定されています。

（２）公共施設等の管理に係る課題
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①各施設の設置目的と利用実態の乖離

③安全性の向上

集会施設など、利用実態はほとんど同一であるにもかかわらず、
建設時に利用した補助メニューによって、所管課が異なる施設が存
在しています。施設の更新に当たっては、まとめて修繕を実施した方
がコストを抑えることができることから、施設の利用実態を精査しなが
ら、各部署における所管施設を整理する必要があります。

防災拠点や指定避難所等はもちろんのこと、災害時においても
安全に利用できることは、これからの施設に求められる機能の１つと
言えます。個別の施設のみで考えるのではなく、各施設とも連携し
ながら、あらゆる災害に十分に対応できるような性能を備える必要
があります。

②費用対効果と施設の利用対象者の減少

④施設管理における役割分担と費用負担の再検討

各施設においては、置かれた環境や利用状況によって老朽化の
進行度は様々です。施設の利用者全体が減少していくと見込まれ
ることから、今後も長期にわたって利用していくことが見込まれ、対処
の優先度の高い施設から更新を進めていく必要があります。各施設
の公共性・必要性を十分に考慮する必要があります。

集会施設など、施設によって、利用者が限定されるものがあります。
管理実態として、施設ごとに管理主体が異なる場合もあり、公平
性が十分に確保されているとは言えません。地域によっては、利用
者の減少及び維持費負担の増加が見込まれます。地域間の公平
性を確保しつつも、地域の利便性確保に向けて取り組む必要があ
ります。

⑤協働による施設の活用

遊休施設は現在、普通財産として管理を行っています。一部施設は倉庫などとして利用されていますが、利用がなされていないものもあります。
こうした遊休施設は人口減少により、今後も増えていく可能性が高いと見込まれます。
遊休施設は放置しておくと、老朽化が進み、建材の飛散などにより施設周囲に被害を与える可能性があります。遊休施設については行政だけ

ではなく、住民や団体、企業等とも連携しながら活用手法について探っていく必要があります。また、活用が見込めない施設については、危険性
の除去のため、解体・撤去を行っていく必要があります。
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３．公共施設とインフラ資産の更新にかかる
将来コスト

今後40年間に本町が保有する公共施設、インフラ資
産のすべてを維持し続けた場合の必要コストを総務省提
供の試算ソフトにより試算したところ、40年間で約914.3
億円、１年当たりの整備額は約22.9億円にのぼることが
わかりました。

直近５年間でかけた投資的経費の平均は約10億円
程度にとどまっています。

（１）すべての公共施設・インフラ資産を維持した
場合の更新費用の推計

４．適正管理に関する基本的な考え方

多様化する町民のニーズに対応できるよう、公共施設・
インフラ資産の保有総量の縮減を図ることで、将来的に必
要となる更新費用や管理運営コストを削減し、本当に必
要とされる施設を保有し続けていくことができる体制をつくっ
ていきます。

柱１ 施設保有量の適正化

① 施設の縮小や統合、廃止の推進による規模適正化
② 施設の新規整備の慎重な検討
③ 民間施設や近隣自治体施設の活用と転用
④ まちづくりの方向性を踏まえた検討

公共施設の管理運営においては、建て替えや大規模
改修の他にも光熱水費をはじめとする維持費など、多額
のコストがかかります。保有し続ける施設については管理運
営の効率化を図り、管理運営コストを削減していきます。

柱２ 管理運営の効率化

① 経費の縮減
② 収入の確保
③ PPP手法の活用

公共施設等の老朽化は、時間とともに進行する、避け
て通ることのできない問題です。老朽化に対処するため、
安全性の確保を図るための適切なメンテナンスを適切なタ
イミングで行っていきます。

柱３ 安全性の確保と長寿命化

① 継続的に点検、診断、メンテナンスを行っていくことので
きる体制の整備

② 長寿命化の推進
③ ユニバーサルデザインの積極的な導入

本町は、SDGsの理念に沿った基本的・総合的取組を
推進しようとする都市・地域の中から、特に経済・社会・環
境の３側面における新しい価値創出を通して持続可能な
開発を実現するポテンシャルが高い都市・地域として選定
される「SDGs未来都市」の１つとして内閣府より2020年
に認定されました。

公共施設の管理・運営においても、脱炭素社会の実
現とSDGsの達成に向けて、以下に掲げるとおり積極的に
取り組んでいくこととします。

柱４ 脱炭素社会の実現と持続可能な開発目標
（SDGs）に寄与する公共施設の整備と維
持管理

① 公共施設における県産木材の積極的な使用推進
② 太陽光等再生可能エネルギーの導入に向けた積極的

な検討とエネルギーロスの抑制


